
貸貸貸貸貸 借借借借借 対対対対対 照照照照照 表表表表表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（（（（（資産の資産の資産の資産の資産の部部部部部））））） （（（（（負債の負債の負債の負債の負債の部部部部部）））））

流流流流流 動動動動動 資資資資資 産産産産産 11111,,,,,555553333300000,,,,,999993333344444 流流流流流 動動動動動 負負負負負 債債債債債 666663333344444,,,,,555554444455555
現金及び預金 248,315 買掛金 204,762
売掛金 754,048 未払金 101,914
契約資産 8,187 未払費用 88,162
商品 41,989 未払事業所税 1,057
貯蔵品 12,645 契約負債 108,074
前渡金 288,841 預り金 11,367
前払費用 52,227 賞与引当金 119,204
その他 124,786 固固固固固 定定定定定 負負負負負 債債債債債 111111111166666,,,,,999990000077777
貸倒引当金 △ 109 繰延税金負債 116,907

固固固固固 定定定定定 資資資資資 産産産産産 11111,,,,,000001111199999,,,,,000008888822222
有形固定資有形固定資有形固定資有形固定資有形固定資産産産産産 444441111100000,,,,,222226666611111
　建物 61,315 負債合計負債合計負債合計負債合計負債合計 777775555511111,,,,,444445555522222

工具器具備品 248,615 （（（（（純資産の純資産の純資産の純資産の純資産の部部部部部）））））
建設仮勘定 100,330 株株株株株 主主主主主 資資資資資 本本本本本 11111,,,,,777779999988888,,,,,777775555544444

無形固定資無形固定資無形固定資無形固定資無形固定資産産産産産 6666677777,,,,,999998888844444 資本資本資本資本資本金金金金金 333331111100000,,,,,000000000000000
ソフトウェア 67,732 資本剰余資本剰余資本剰余資本剰余資本剰余金金金金金 444443333366666,,,,,222226666600000
その他 252 資本準備金 436,260

投資その他の資投資その他の資投資その他の資投資その他の資投資その他の資産産産産産 555554444400000,,,,,888883333377777 利益剰余利益剰余利益剰余利益剰余利益剰余金金金金金 11111,,,,,000005555522222,,,,,444449999933333
投資有価証券 4,591 その他繰越利益剰余金 1,052,493
敷金 96,262 繰越利益剰余金 1,052,493
前払年金費用 428,447 評評評評評価価価価価・・・・・換算差額換算差額換算差額換算差額換算差額等等等等等 △△△△△111118888899999
その他 11,865 その他有価証券評価差額金 △189
貸倒引当金 △330 純資産合純資産合純資産合純資産合純資産合計計計計計 11111,,,,,777779999988888,,,,,555556666644444

資産合計資産合計資産合計資産合計資産合計 22222,,,,,555555555500000,,,,,000001111177777 負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計 22222,,,,,555555555500000,,,,,000001111177777

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個個個個個 別別別別別 注注注注注 記記記記記 表表表表表

(((((重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事項項項項項)))))

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式

等以外のもの

……… 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却価格は
移動平均法により算定）

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品 …………… 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切り下げ
の方法）

② 貯蔵品 …………… 保守用部品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下による簿価切下げの方法）

消耗部品 最終仕入原価法

(３) 固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産 ………… 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。

② 無形固定資産 ………… 定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（３～５年）に基づく定額法によっております。

(４) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 …………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率法に基づき、貸倒懸念債権及び破産更生債権等につ

いては、財務内容評価法に基づき個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 …………… 従業員に対する賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上し

ております。

③ 退職給付引当金 …………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15 年）による定額法により費用処理してお

ります。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定率法により算

出した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとして

おります。

なお、当事業年度末では、年金資産が退職給付債務を上回っ

ているため、投資その他の資産の「前払年金費用」に計上し

ております。
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(５) 重要な収益及び費用の計上基準

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財又はサービスの移転と交換によ

り、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１ 顧客との契約を識別する。

ステップ２ 契約における履行義務を識別する。

ステップ３ 取引価格を算定する。

ステップ４ 契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５ 履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社は、製品の保守サービスを主な事業としております。保守サービスは、顧客との保守契約

に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間に

わたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗に応じて収益を認識しておりま

す。

商品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っており

ます。商品の販売においては、出荷と引き渡し時点に重要な相違はなく、出荷した時点で顧客が

当該商品に対する支配を獲得していることから、履行義務が充足されると判断し、出荷した時点

で収益を認識しております。

また、当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま

す。

収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割り戻し等を控除した金

額で測定しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてお

りません。

(((((株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に関する注記関する注記関する注記関する注記関する注記)))))

(１) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

譲渡制限株式 1,000 - - 1,000

(((((収益認識基準に関する注収益認識基準に関する注収益認識基準に関する注収益認識基準に関する注収益認識基準に関する注記記記記記)))))

「重要な会計方針に係る事項」の「(５)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

(((((その他の注記その他の注記その他の注記その他の注記その他の注記)))))

（１）有形固定資産の減価償却累計額 419,442千円
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